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の取組

近畿技術事務所はさまざまな技術の改善や災害対応を行い、
安全で安心な生活を支える社会基盤の整備に貢献します。

試料採取

災害対策用機械の派遣

●技術の研究・開発

○インフラの長寿命化に向けた保全技術の研究・開発
（堤防、河川管理用施設、橋梁、法面、トンネル、舗装など）
○産学官の連携による
技術開発

○i-Ｃonstruction
の推進

○材料、構造の研究
・開発

土木材料の品質やインフラの健全性診断など、幅広い

分野の調査・分析各種マニュアル等の作成

○大規模災害の復旧、対策などに関する調査・研究
○災害対策用機械の派遣・維持管理
○緊急仮設橋の開発

広域的かつ迅速な災害対策支援や大規模災害からの
復旧活動を行うための調査・研究

●防災・技術センターの整備
他の地方整備局から支援を受ける
際の災害対策用機械の支援活動
拠点を整備

○新技術の相談、情報収集・提供
○新技術の登録・評価、活用促進

●建設技術の普及のため民間
開発技術の情報提供

●災害対策支援・復旧活動

○インフラの健全性に関する調
査・診断・記録
（堤防、河川管理用施設、路面
下空洞の有無など）

○土木材料に関する調査・試験
○調査・分析結果を基に各種基
準、指針、マニュアルの作成

社会資本整備・管理の効率化のための様々な技術の研究・開発

●調査・分析

建設技術
支援

防災技術
支援

新技術
活用支援

○技術力向上に資する技術
研修・講習会等の実施

○技術図書、地質データ、工事完
成図書などの収集、管理、提供

災害対応技術研修 コンクリート試験講習不具合堤防研修
UAVによる被災状況調査

育
成

体
験

情
報
発
信

・BIM/CIMソフトを用いた３次元設計から施工管理
・無人化、自動化施工体験と実務研修

・遠隔、AI、VRなどのDX
・民間の新技術、NETIS技術を動画により紹介

・企業が取り組む新技術情報
・i-Construction、ＢＩＭ/ＣＩＭなどの取組

育成

情報
発信

近畿インフラDX推進センター
（令和３年４月発足）

体験

研修の実施

施設内の見学

排土板の高さ・勾配を自動制御する
マシンコントロール技術（イメージ）

災害対策用機械の派遣

人材育成 技術情報管理

取組の発信

支援活動拠点
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舗装点検調査

平成２９年３月に本省道路局国道防災課から発出された新たな「舗装点検要領」においては、５年ごとに目視による

舗装点検を実施することとされています。

従前、自動車専用道路を対象に路面性状調査を行ってきましたが、令和７年度より一般国道も対象に加え、点検支

援技術の活用を原則とする路面性状調査を実施します。

また、点検結果については、全国道路施設点検データベースに登録し、点検データの利用促進を図るとともに、同じ

く登録された修繕区間との照合整理を行い、効率的な道路維持管理を推進します。

平成２３年度より道路舗装の長寿命化による維持管理

の効率化とコスト縮減を目的として、性能指標値を設定し、

長期保証型舗装工事を導入しています。

これらの長期保証型舗装工事施工箇所について、２年

目の中間計測および５年の保証期間満了時における計

測を実施するとともに、舗装の劣化状況を考慮した適切

な性能指標値の設定について検討を実施しています。

健全性診断における判定区分

追跡調査・計測のイメージ

ひび割れの計測

わだち掘れの計測
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性能に関する調査（長期保証）

■建設技術支援（道路関係）

基礎データ

全国道路施設点検データベース

施設毎のデータ

道路橋DB トンネルDB 附属物DB土工DB 舗装DB

点検・補修計画予算計画データ基礎情報



トンネル岩判定のバラツキをなくし、均一性の高い岩判定を実施するため、近畿地方整備局発注のトンネル工事に

おいて、岩判定支援技術者が第三者として意見を述べることにより、岩判定を支援するとともに、今後の岩判定にお

ける生産性向上のため、支援技術の検討を実施します。

また、施工中に不測の事態が生じた場合等にトンネルアドバイザー（学識経験者等）から指導助言を受ける体制を

確保するとともに、職員を対象としたトンネル技術力向上の機会や遠隔臨場による岩判定の試行を行います。

公共事業の遂行にあたって、地質情報が十分に把握・評価されなかったことにより、施工時における構造物等
の設計変更が生じ、当初想定していた事業コストや工期が増大した事例があります。
事業コスト増や工期延長等に結びつく可能性のある地形・地質等に起因する事業リスクを「地質リスク」として定

義しています。「地質リスク」を事業の各段階（構想・計画、調査・設計、施工、維持管理）において低減させること
を目的として、令和３年３月にマニュアルの改訂を行いました。
今後は、道路事業におけるトンネル工事を対象に、事業化の早期段階で地質リスクの低減に資する調査手法に

ついて整理分析を実施し、地質リスクの把握について精度を向上させるための検討を行います。

トンネルアドバイザー会議
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トンネル工事岩判定支援

地質リスクマネジメント

変動要因の整理・分析

◇詳細設計時と施工時の地質縦断図をもとに施工時に支保パターン
のランクアップや補助工法の追加・変更が生じた区間（地質リスク発
現区間）を設定

◇各地質リスク発現区間に対し、岩判定記録、協議資料、技術誌、各
種文献などに基づいて「発現事象(天端・切羽崩壊 等）」、「リスク
対応内容(対策工種、追加工事費)」、「地質リスク 要因」、「事前予
測との差異に関わる要因」を整理・分析

図 比較断面図と地質リスク発現区間の設定

A トンネル

地質グループ毎の地質素因と

工事費増加率の関係

岩判定支援技術者の助
言を参考とした岩判定

遠隔地岩判定の試行状況

現地状況室内判定の状況

地質リスク要因 泥岩の初生 割れ目 風化
（層理、劈開） （高角節理） （深層風化）

●詳細設計時の1.10倍以下
の工事費増加率が主体
●低角度破砕帯を伴うトン
ネル（40%程度）では
1.10～1.35倍の工事費増
加率

●40%程度のトンネルにお
いて詳細設計時の1.10～
1.15倍程度の工事費増加率

－ － －

●50%程度のトンネルにお
いて詳細設計時の1.10～
1.15倍程度の工事費増加率

－ －

－

●詳細設計時の1.20～
1.25倍の工事費増加率とな
ることがある（30%程度の
トンネル）

●詳細設計時の1.10倍以下
の工事費増加率が主体

●詳細設計時の1.10倍以下
の工事費増加率が主体

－ － －

●詳細設計時の1.10倍以下
の工事費増加率が主体
●20%程度のトンネルでは
破砕帯の性状評価の差異に
起因し1.10～1.25倍程度
の工事費増加率

●40%程度のトンネルにお
いて詳細設計時の1.10～
1.20倍程度の工事費増加率

－ －
●詳細設計時の1.10倍以下
の工事費増加率が主体

※トンネル数に限りがあるため、工事費増加率率や対象トンネルの割合については大略の傾向を示したものとなる。

※表中の「－」の部分は、地質リスク要因による事象発生の可能性が低い、或いは工事費増加率が1.10倍以下のものとなる。

熱水変質

Ⅱ.ジュラ紀の付加体
（丹波帯、美濃帯）

Ⅴ.新第三紀のデイサイ
ト、流紋岩
（豊岡累層、八鹿累層）

Ⅶ.後期白亜紀の花崗岩類
（領家花崗岩類）

Ⅷ.後期白亜紀の砂岩泥岩
互層
（和泉層群）

Ⅹ.古第三紀の付加体、砂
岩泥岩互層
（牟婁層群、熊野層群、
田辺層群）

●詳細設計時の1.10倍以下
の工事費増加率が主体

※工事費増加率＝

破砕帯
地質グループ

詳細設計時のトンネル工事費（直接工事費）

当該地質リスク要因により発現した事象の対策費
+1



〇ＢＩＭ／ＣＩＭ等の３次元データを一元的に保管し、受発注者が測量・
調査・設計・施工・維持管理の事業プロセスや災害対応等で円滑に
共有するためのシステムとして「DXデータセンター」を構築
〇３次元データを取り扱うソフトウェアを搭載することにより、受発注者
がＢＩＭ／ＣＩＭ等の３次元データの閲覧、作成、編集等を遠隔で行う
ことが可能
○アーカイブストレージには、ＢＩＭ／ＣＩＭ・道路ＭＭＳ点群データ・河
川３Ｄ管内図などの３次元データの保管が可能

路面下空洞調査

プラットホーム【近畿地整】

DXデータセンター【国総研】

法面 法面市街地 高架橋

連携

【電子道路台帳附図のイメージ】

センシング技術により得られた「３次元データ」と既存の「個別施設データ（施設台帳・点検記録等）」、ＢＩＭ／ＣＩＭ
による３次元設計時の構造物属性データを反映した電子道路台帳附図などを作成し、プラットフォームの構築を行
います。

出典：国土技術政策総合研究所記者発表資料（2022.01.31）

センシングデータを活用した道路管理の高度化検討

モービルマッピングシステムなどによりセンシングデータを取得し、得られた点群データなどを活用するプラットホーム
構築の検討を行います。
また、このプラットホームを活用し、道路管理の効率化・高度化の検討を図ります。
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空洞調査車

近畿技術事務所は、平成２年度の道路調査車（地中探査車）

開発、フィールドテストを経て、外観から推定困難な路面下の

空洞発生状況を非破壊調査する技術を実用化しています。

この調査技術を用いて、平成６年度より近畿地方整備局管内

の広域的な路面下空洞調査を計画的継続的に実施していま

す。（調査対象測線総延長約４，５００ｋｍ）

また、突発的な異状が発見された場合の緊急調査も実施し

ています。

⑥

⑦
整

理



■建設技術支援（河川関係）
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【竹・薬剤注入】 【樹木・踏み倒し】

河川堤防では、管理コスト縮減に伴う除草回数

の減少により、草丈が高く、根張りが乏しい植生
の繁茂が著しくなり、点検等の支障や侵食に対す
る安全性が低下し、除草コストも増加しています。
近畿技術事務所では、「低草丈草種への植生

転換」、「薬剤を用いた芝養生工・堤防植生管理
手法」及び「土壌改善対策」により、除草コスト縮
減を図るとともに、堤防植生に求められる「耐侵
食性」「視認性」等の機能保持を目的とした堤防
植生管理技術の検証を行っています。 チガヤと芝が主体となった堤防法面

【5年後】
高茎草本が繁茂した堤防法面

【当初】

河道内樹木の再繁茂抑制技術の検証

堤防植生の管理技術の検証

薬剤を用いた
堤防植生管理
手法を実施

河道内樹木は、洪水流下の阻害及び河川管理
施設の機能維持に影響を及ぼす事から、伐採後
の再繁茂を抑制することが今後の管理面、コスト
面で重要となっています。
近畿技術事務所では、河道内樹木の効率的な

再繁茂抑制技術の確立に向けて、竹を対象とした
薬剤注入・天地返し、樹木を対象とした踏み倒しに
よる試験施工を行い、再繁茂抑制効果の検証を
行っています。

河川法に基づき「河川の適正な利用」「流水の正常な機能の維持」「河川環境の整備と保全」を図るため、

水質調査を適切に実施しています。

○定期調査 ⇒ 河川及び地下水の水質、河川底質、ダイオキシン類【水質・底質】

○緊急調査 ⇒ 水質事故時等

近畿地整管内水質調査実施水系位置図

九頭竜川水系

北川水系

淀川水系

由良川水系

円山川水系

揖保川水系

加古川水系

大和川水系

紀の川水系 新宮川水系

水質調査及び水質データ管理

○生活環境の保全に関する環境基準の満足状況

環境基準の類型が指定されている115調査地点（河川全１

０２地点、湖沼１３地点）中、１０２地点（河川全１００地点、湖

沼２地点）で環境基準を満足しました。

２０２３近畿管内一級河川の水質現況の公表(Ｒ６．７）
ＢＯＤの達成状況の経年変化



■建設技術支援（河川用機械設備）
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○コンクリート構造物のひび割れや
堤防の陥没等の不具合が発生した
場合、事務所からの要請に基づき
現地調査を実施。
○不具合に対する技術的裏付けのた
め、本局と連携して「日常点検にお
ける不具合」に対する原因究明、対
策工法の技術支援を実施。
○必要に応じて、学識経験者等へ技
術相談を実施。
○災害発生時の緊急的対応につい
ても検討。

河川構造物の損傷に対する技術支援体制

（不具合、重大被害発生時の技術支援）

陥没調査
・地中レーダ探査
堤防法面で陥没（排水管の破損による
影響）が確認された場合、その他にも同
様の陥没につながる空洞が存在してい
ないか地中レーダー探査による調査を
実施します。

堤防のり面の陥没状況 地中レーダ探査状況堤防天端の沈下状況

河川用ゲート設備や河川用ポンプ設備において、点検整備・設備の状態把握を効率的に行い、信頼性確保を実現
するための各設備に適したＤＸ技術（デジタル技術、AI技術）等の新しい技術の導入、維持管理・危機管理技術向上の
ための訓練に関する検討を行います。

河川用機械設備の維持管理技術の向上

維持管理へのBIM/CIMの活用 点検・操作支援システム



土木機械設備の突発的故障に対して、高度な技術力と専門的判断を要する故障原因の究明、復旧対策などについ
て、学識経験者等と連絡調整を行い指導助言をまとめ修繕工事に反映するしくみを構築しています。

老朽化する土木機械設備の信頼性確保と効率的かつ効果的な維持管理を実現するため、各種機械設備の点検に
より得られるデータから診断を行い、維持管理計画、長寿命化計画に反映しています。

国総研・土研
（必要に応じて依頼）

外部専門家

行政者

土木機械設備診断

■建設技術支援（土木機械設備）

コンクリートに関するもの

土木材料に関する調査・試験（主な項目）

■建設技術支援（土木材料）

コンクリート構造物の品質に影響を及ぼす水分量について、レディー
ミクストコンクリートの品質確保を図る観点から、単位水量の測定を実
施しています。
「レディーミクストコンクリート単位水量測定要領（案）」に基づき受注
者が測定を実施するものですが、近畿技術事務所においても抜き打ち
による単位水量の測定を実施し、測定手法、測定結果の検証を行って
います。

・単位水量測定試験

資料採取 エアメータ法による測定

7

・堤防開削時の土質調査

堤防開削時土質調査状況

河川堤防（土堤）は、過去から段階的に構築されてきたものが多く、

土質が均一でないことが一般的です。

そのため、堤防開削を行う箇所において土質調査を実施することによ

り、付近の堤防における質的検討やその対策検討の資料としてデータ

を蓄積しています。

河川等の浚渫に伴い発生する土砂を再利用するために、発生土の

物性値を把握する調査を実施しています。

発生土の粒度構成等を土質試験で求め、堤防等の材料土としての利

用適否判断資料を作成し、事務所等の支援を行っています。

・堤防材料土としての物性確認調査

土質に関するもの

河床水中部の試料採取状況 土の粒度試験状況



赤谷地区のICT建機(MC/MG)を活用した敷均し・転圧
•ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ・ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ運搬 (R5)

小規模現場でのＩＣＴ技術活用を促進
するために、小規模現場で利用可能な
ICTツールの調査および技術概要資料
作成を行います。また、調査した技術か
ら省人化に繋がる技術について、より理
解が得られるようにするため、活用動画
の作成を行います。

施工現場における疑問を随時受け、Ｑ＆Ａ形式で近畿技術事務所ＨＰにおいて公開しています。 また、過去に回
答しているQ＆Aについても随時最新要領に合わせ、回答の整理等を行っています。
ヘルプデスク https://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/kensetsu/inf_support/help.html

令和７年度より直轄工事の土工でICT施工が原則化されました。ＩＣＴ施工推進の取組みとして、ＩＣＴ施工（土工）の

原則化を踏まえ、これからＩＣＴ活用工事に挑戦しようとしている施工者もスムーズにＩＣＴ施工を実施できるよう「ＩＣＴ活

用例」の作成しています。

8

無人化施工技術は、「危険と離れた安全な場所」から、「複数の重機」を１人のオペレーターで遠隔操作が可能となる
など、生産性向上に向けた有用な技術です。
無人化施工技術について、先行している紀伊山系での実績・知見・ノウハウ等を砂防工事の更なる普及だけでなく、
一般土木工事において導入・適用するため、無人化施工活用工事の現場実態の把握、効果の確認・検証、それらか
ら得た知見・ノウハウ等の収集・蓄積、適用可能な工事の検討を行い、効果的な無人化施工技術の適用・活用・普及
に向けた調査・検討を行います。

北股地区の法面整形・掘削 (H24)

ＩＣＴ施工推進のための検討

無人化施工推進に向けた検討

■建設技術支援（ＩＣＴ施工）

■建設技術支援（生産性向上・インフラ老朽化対策）

ＩＣＴ活用のトップランナーにICT活用の事例や、ＩＣＴ技術を利用する際

の留意点等をヒアリングし、ＩＣＴ活用工事における現場実態や生産性

向上等のポイントを「ＩＣＴ活用工事における現場対応集」としてまとめ、

ＩＣＴ活用工事の計画時や実施時の参考にして頂くことで現場の省人化

や省力化に活かしていきます。

○省人化・ＩＣＴ施工の技術活用を支援するための資料作成

○ＩＣＴ施工ヘルプデスクの運営

○ＩＣＴ技術活用効果の調査

○ＩＣＴ活用工事の運用を支援するための資料整理
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近畿地方整備局では、i-Constructionにおけるトップランナー施策の一つとして、コンクリート工の規格の標準化によ
る全体最適の導入により、建設現場１人当たりの生産性向上による働き方改革促進の取り組みを推進しています。そ
の一つとして、設計段階からプレキャスト製品の活用を進めてきており、プレキャスト活用推進を図るためボックスカル
バート・擁壁・開水路を対象に「コンクリート構造物選定マニュアル（試行案）」を作成しました。
今後、このマニュアルを使用していくことで発見した課題、新たな工種及び本省ＶＦＭ試行要領（案）と整合したプレ
キャスト標準化の検討を行い、マニュアルの改善を行います。

コンクリート構造物選定マニュアル（ボックスカルバート・Ｌ型擁壁編（試行案））作成

このマニュアルにより、
ボックスカルバート：車の走行が可能となる内空幅５ｍ内空高さ５ｍでもプレキャストを採用
Ｌ型擁壁：標準品の最大寸法である壁高５ｍまでプレキャストを採用

○実際の工事及び業務でマニュアルを使用
○新たな工種のプレキャスト標準化の検討

○コンクリート構造物選定マニュアルの改正

令和４年度

令和５年度

ボックスカルバート（B5.0m×H5.0ｍ) L型擁壁 H5.0ｍ

H=5.0m

コンクリート構造物のプレキャスト化による生産性向上

令和６年度 ○改正版マニュアルのフォローアップ
○新たな取り組みの調査検討
○新たな工種のプレキャスト標準化の検討

○本省の「ＶＦＭ試行要領（案）と整合したプレキャ
スト標準化の検討及びマニュアルの改善

令和３年度

令和７年度

社会資本の整備、維持、管理に関わる産・学・官の連携・協力による新しい技術の研究、普及等に関する事業行っ

ています。

都市再生と地域の連携による経済活力の回復に貢献し、国民生活の質の向上、安全で安心できる暮らしの確保、

環境の保全・創造に寄与することを目的としています。

本研究会では、有識者、国交省関係者、民間団体等からなる「プロジェクト選定・評価委員会」を設置して、プロジェ

クトの募集、プロジェクトチームの設置、評価やその支援措置等を行うほか、テクニカルアドバイザーを置いて、プロ

ジェクトチームの活動に必要な技術的支援を行っています。

また、新しい道路技術の普及や広報のためのセミナーや研究成果報告会を開催しています。

新都市社会技術融合創造研究会（産・学・官連携）

■建設技術支援（民間・学識経験者・官との連携による技術開発）

新都市社会技術融合創造研究会 ホームページ

https://www.kkr.mlit.go.jp/road/shintoshikenkyukai/index.html
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災害対策用機械の活動機能の充実・強化に関する検討

■防災技術支援

防災センター機能の充実（近畿防災・技術センター）

近畿技術事務所は、大規模災害における防災センターとして、
支援要請に基づく災害対策用機械の派遣、他の地方整備局か
ら派遣されるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ隊員や災害対策用機械の一時集
結地など、災害復旧活動の支援拠点であり、近畿地方整備局災
害対策本部と連携した災害復旧活動を支援します。

令和６年度には、南海トラフ地震発生後の災害対策用車両の
応援派遣を想定し、進出拠点の設置から運用までの一連の流
れの確認を行いました。

今後も大規模災害における迅速かつ円滑な防災体制構築の
ため、近畿防災・技術センターにおいて、近畿地方整備局災害
対策本部の代替拠点とすべく、機能の充実を図って行く予定で
す。

1F 機械整備室 2F 指令室

近畿防災・技術センター

駐機イメージ

近年では気候変動に伴い、自然災害（水害・土砂災害、雪害
等）が激甚化しています。災害対応についても、都市部や空港
施設等の地下浸水排水活動、避難所の夜間照明支援、豚熱や
鳥インフルエンザ対応での夜間照明支援、大雪に伴う国道通行
止めでの乗員保護支援（派遣要員支援）など、災害対策用機械
の活動場所や用途が多様化しています。
しかし、市街地や山間部等の狭窄部において配置できない場
合があることや土砂災害現場等の道路寸断地域では進入路確
保まで現地に配備できないなどの課題も顕在化しています。
また、災害対策用機械の多くが大型車両であり、大型免許を
保有している運転手を確保することが困難であるとともに災害対
策用機械等を操作できる人材を確保できる受注者が減少してい
るなど、人材不足の課題もあります。
これらの課題を解決するために、近年の多様化する災害対応
現場における活動内容を整理し、その現場条件に対応できる災
害対策用機械の機能を調査・検討し、災害対策用機械の活動
機能の充実・強化を図ります。

空港施設地下浸水排水作業 豚熱対応の夜間照明支援 大雪での乗員保護支援 能登半島地震電源支援

・多様化する災害対応現場における活動内容の整理
・災害現場条件の整理と課題抽出
・災害現場条件に対応できる災対用機械の機能調査・検討

・多様な災害現場に対応できる機械の標準仕様（案）作成
・多様化する現場条件を想定した操作訓練による災害対応
活動の充実・強化（訓練計画作成）

調査・検討

成果および活用

機能検討例（対策本部車）



災害時には近畿技術事務所が保有している災害対策用機械を迅速に派遣し、災害復旧支援を実施しています。
また、自治体からの支援要請時には、機械の操作が可能なように現地での指導を実施しています。

照明車 排水ポンプ車

土のう造成機左：衛星通信車 右：対策本部車

応急組立橋 分解対応型バックホウ
（無人化施工）

【派遣事例】

分解対応型BH（無人化施工状況） 排水ポンプ車

応急組立橋（架設状況）

照明車稼働状況

対策本部車 UAVによる被災状況調査

11

災害復旧支援活動

【災害対策機械保有状況（令和7年3月1日現在）】

地整全体近畿技術保有機械名

28台4台照明車

43台5台排水ポンプ車

17台1台対策本部車

7台2台衛星通信車

2橋2橋応急組立橋

8台1台土のう造成機

1台1台分解対応型BH

1台1台簡易遠隔操縦装置

（107台）（17台）（計）



・民間事業者が開発した新技術の情報収集
・新技術の技術的要件の確認
・NETIS登録技術の直轄工事で活用可能かの調査・評価
・NETIS登録技術の工事活用データから優位性の調査・評価

技術評価情報共有を中心とする新技術活用のための調査や
登録に関する審査・評価を実施しています。

有能な新技術の積極的な活用推進を図り、公共工事のコスト縮減
や品質向上及び新技術の更なる改善の促進に資する。

・各現場に対応した新技術の選定支援

・新技術担当者会議で、活用調査書の説明を実施

・活用調査表の出前講座を実施

・新技術における同種・類似技術に対する内容の問合せ対応

発注事務所の負担を軽減し、新技術のさらなる活用促進を図る。

支援内容

事務所支援イメージ

【新技術活用スキームの６つの活用形式】

④フィールド提供型

③試行申請型

②発注者指定型

①施工者選定型

⑤テーマ設定型（技術公募）

・施工者から契約前及び契約後に提案される型

・ニーズに基づき新技術を募集して活用する型

・設計図書にテーマと複数の新技術を提示し、契約後、
施工者が新技術を選択する型

・発注者が具体的に技術を指定して活用する型

②発注者指定型（選択肢提示型）

・ニーズに基づき新技術を募集して活用する型
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新技術活用促進のための情報提供（ＮＥＴＩＳの運営）

新技術活用促進のための積極的な事務所支援

■新技術活用支援

⑥現場ニーズ・技術シーズのマッチング

・開発者の申請により現場で確認する型

・ニーズに基づき新技術を募集して活用する型



専門知識基礎知識

ス
キ
ル
ア
ッ
プ

管理職

係 長

主任・係員

コンプライアンス

災害対応（中級）

河川道路技術（初級）

橋梁メンテナンス（初級Ⅰ）

新任管理職

災害対応（初級）

新規採用職員 建設技術

河川・道路技術（初級）

新任係長

行政基礎Ⅰ

トンネルメンテナンス

構造物設計

用地事務職員（初級）

近畿地方整備局では、仕事や経歴に応じて基礎知識や専門知識を習得するための様々な研修を実施しており、全
ての職員がスキルアップを図っていくための体制を整えています。

土質試験講習 水質試験講習コンクリート試験講習 アスファルト試験講習

建設生産ｼｽﾃﾑ（事務所係長級）

土木施工管理
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土木材料等の品質確保に関するもの

災害支援関係

■人材育成
研修

講習

災害協定者説明会 災害協定者操作訓練
（分解対応型BH遠隔操縦訓練）

災害協定者操作訓練
（排水ポンプ車操作訓練）

災害対策用機械進出拠点
設置・運営訓練

進出拠点関係訓練災害協定者操作訓練



・コンクリート構造物の施工不良検査技術の取得や鋼構造物の溶接不
良、劣化構造物の展示を通して施工監督技能の習得を図る。

国土交通省職員だけでなく、自治体からの研修依頼にも応じ、各種研修施設を利用した研修・説明会を実施して
います。

土木構造物検査技術研修施設

ボックスカルバートの講習 電磁波レーダー法の実習溶接不良モデルの見学 電磁誘導法の実習 シュミットハンマーの実習

・経験の浅い職員にも、堤防や護岸に存在する変状について、現場で「危ない」
「おかしい」を見極める力を養成する。

・研修用“不具合”堤防

※平成１６年度の施設の開設以来、国土交通省職員をはじめ、自治体職員など多くの団体に利用されています。

交通バリアフリー比較体験コース
・設計担当者、施工担当者、ユーザーそれぞれのバリアフリー化への
理解と関心を高める。

※白状体験（目の不自由な方の体験）、車いす体験（足の不自由な方の体験）が可能。
施設の開設以来、国土交通省職員をはじめ、府県、市町村、学生、一般など多くの方に利用されています。

研修用“不具合”堤防

交通バリアフリー比較体験コース

土木構造物検査技術研修施設

※施設の開設以来、国土交通省職員をはじめ、府県、市町村、一般、など多くの団体に利用されています。

函渠部 張りブロック箇所

露筋・漏水の確認 沈下・陥没の確認
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■交通バリアフリー比較体験コース

白杖体験 車いす体験

交通バリアフリー比較体験コース

研修用施設の活用



近畿技術事務所で保有する各種施設や災害対策用機械の見学・体験ツアーの実施しています。
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子どもから大人まで、未来を創る土木技術を観て、触れて、体験できる『ふれあい土木展』を平成２５年度より開催

しています。令和７年度は通算１３回目となり、１１月１４日（金）、１５日（土）に開催予定です。

見学メニューの詳細・申し込み

https://www.kkr.mlit.go.jp/kengaku/guide/genbakengaku-kyoutuu.html

※過去の開催概要はこちら：https://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/about/koho/fureai.html

魅せる！現場

ふれあい土木展



■ 近畿インフラＤＸ推進センター
近畿技術事務所では、インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の
推進に必要不可欠な人材の育成と確保をめざし、官民の人材育成、ＤＸの体験、
最新技術の情報発信を行う施設として令和３年４月１日に近畿インフラＤＸ推進
センターを開設しました。

○育 成・・・国・地方公共団体の職員、民間の建設技術者向けに研修を実施

○体 験・・・学生、一般、外国人研修生向けのインフラＤＸの体験

○情報発信・・・ホームページ、ＳＮＳ等でインフラＤＸについて情報発信

近畿インフラＤＸ推進センターで行っている人材育成支援

情報発信

ＤＸ推進センター
Ｗｅｂサイト

公式Ｘ（旧：Ｔｗｉｔｔｅｒ）
公式ＹｏｕＴｕｂｕチャンネル

国・地方公共団体のDX
取り組み事例を紹介
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近畿技術事務所ＨＰやＸ（旧：Ｔｗｉｔｔｅｒ）で近畿インフラＤＸ推進センターの情報
を発信しています。また、YouTubeによる動画配信（企業が取り組む新技術情
報）や近畿インフラＤＸ通信を発行しています。

育成

ＢＩＭ／ＣＩＭ研修 ＩＣＴ活用研修 無人化施工研修

近畿インフラＤＸ推進センターではＤＸの推進にむけて４つの研修を行っています。

体験 近畿インフラＤＸ推進センターでは施設の見学を受け付けています。
一般の方も見学可能です。

遠隔操作の体験 3次元データ・ＣＩＭモデル
操作の体験

ＶＲ動画によるデモンスト
レーションの体験

ＢＩＭ／ＣＩＭ施工研修

ＢＩＭ／ＣＩＭ活用のため３ＤーＣＡＤソフトを用いた３次元設計、ＩＣＴ施工を行うためのデータ作成、ＩＣＴでの施工
管理及びＩＣＴ建機の操作研修、災害時で活躍する遠隔操作（無人化）建機の操作研修など

ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの閲覧・操作体験、ＶＲルームでのＢＩＭ／ＣＩＭモデル体験、点群データ体験及び遠隔操作
バックホウの操作体験 など



近畿インフラＤＸ推進センターでは、国・地方公共団体職員、民間の建設技術者向けにＢＩＭ／ＣＩＭ研修、ICT活用研修、
無人化施工研修及びＢＩＭ／ＣＩＭ施工研修の４つの研修を実施しています。

ＢＩＭ／ＣＩＭ研修

育成：近畿インフラＤＸ推進センターにおける研修の紹介

（国・地方公共団体職員向け）

インフラのデジタル化を進め、小規模な物を除くすべての公共工事についてＢＩＭ／ＣＩＭ活用への転換を
実現するために、ＢＩＭ／ＣＩＭが活用できる人材を育成することを目的とした３日間の研修を行います。
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ＢＩＭ／ＣＩＭ施工研修
（国・地方公共団体職員、民間の建設技術者向け）

令和５年度からＢＩＭ／ＣＩＭが原則適用となり、ＢＩＭ／ＣＩＭモデルで作成された３次元設計データをＩＣ
Ｔ施工で活用するために、このデータの受け渡し技術の習得を目的とした研修です。

ＩＣＴ活用研修
測量段階から作成した３次元データをＩＣＴ施工に展開し、得られた３次元データの出来形管理情報等に
基づき、監督検査に活用するための研修を行います。

（国・地方公共団体職員、民間の建設技術者向け）

無人化施工研修
（民間の建設技術者向け）

災害時に復旧作業を安全に施工するための無人化施工技術の知識および基本操作を習得する研修
です。実際に建設機械を有視界とモニターで遠隔操作を行います。



令和３年４月から学生、一般、外国人研修生向けにインフラDX体験（施設見学）を実施しています。
令和７年度は、来場者のアンケート等をもとに更なる内容の充実に取り組みます。

体験：近畿インフラＤＸ推進センター施設案内
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令和６年度 延べ来場者数 ６５組 ６６０名
ふれあい土木展来場者数（DXセンター入館者数 ） ５２６名 計 1186名

■見学者からの感想等

・令和６年度は、６５組６６０名の方に来場いただきました。また、１１/１５(金)・１６(土)に当事務所において

開催したふれあい土木展２０２４では、５２６名の方にセンター内５つのブースでＤＸを体験いただきました。

・令和７年度においても以下のHPから見学受付を受け付けています。

https://www-1.kkr.mlit.go.jp/kingi/infradx-center/application/index.html

DXという言葉は知っていましたが、具体的にどのような

取り組みがあるのか、活用されているのかを知ることが

でき、興味深く感じました。

説明が分かりやすく、DXを身近に感じることができました。

実物を触る事により、とても楽しく話を聞く事ができました。

普段、経験することのない貴重な経験になりました。今後

の活動に活かしていきたいと思います。

実際に体験したことで具体的なイメージがわき、業界の

未来像について考えることができた。

ＹｏｕＴｕｂｅ

情報発信：近畿インフラＤＸ通信、動画公募、ＳＮＳ配信

近畿インフラＤＸ推進センターでは隔月毎に近畿インフラＤＸ通信を発行しており、各事務所や自
治体のＤＸに対する取組を近畿技術事務所のHP、X(旧：Twitter)、Instagramにて紹介しています。
また、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）に登録されている新技術と、官民研究開発投資拡大プ
ログラム（ＰＲＩＳＭ）に選定された技術を対象に動画を公募し、ＹｏｕＴｕｂｅに公開しております。

動画公募

ＤＸ通信



近畿技術事務所の概要
○事務所の変遷

○組織体制

Ver.20240401

昭和２３年 ７月 建設省発足
昭和２４年 ７月 大阪工作事務所として発足
昭和２５年 ８月 大阪機械整備事務所と改称
昭和３９年 ７月 大阪機械事務所と改称
昭和４１年 ４月 大阪技術事務所と改称
昭和４２年 ４月 現在地に庁舎移転
昭和４５年１０月 近畿技術事務所と改称
平成１３年 １月 省庁再編により国土交通省が誕生
令和 ３年 ４月 近畿インフラＤＸ推進センター開設
令和 ６年 ４月 近畿防災・技術センター開設

事務所長

副所長（事務）

副所長（土木）

副所長（機械）

総括技術情報管理官

建設専門官（研修）

建設専門官（契約）

専門調査官

技術開発対策官

技術情報管理官（保全）

技術情報管理官（施工）

総務課

防災・技術課

技術活用・人材育成課

品質調査課

事務所の総括的な窓口や職員の研修に関する業務、工事・業務・物品
調達などの契約・支払いに関する業務、国有財産の管理に関する業務

技術系の総括的な窓口として技術系業務の取りまとめ、防災技術に関
する調査・検討

土木技術の生産性(インフラDX推進センター含む)及び機械技術の向上
のための養成、施工方法に関する研究、土木技術に関する情報（NETIS
含む）の収集及び管理、建設機械類の調査・試験・改良に関する業務

河川や道路等の社会基盤施設を維持管理するための各種調査の実施
及び技術的支援、職員の技術力向上のための各種試験講習会及び研
修、事務所発注業務の品質確保に関する業務
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国土交通省 近畿地方整備局

近畿技術事務所

〒573-0166 大阪府枚方市山田池北町11-1

TEL 072-856-1941（代表）

HP https://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/

X(旧:Twitter)ホームページ Instagram


